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　2007年8月9日、米国で、大統領署名により
America COMPETES法（米国の技術・教育・科
学の卓越性を有意義に促進する機会をもたらす法）
が成立した。これは、全米科学アカデミー報告書「強
まる嵐の上に昇る」（2005年10月）の提言を受け、
上・下院での審議および圧倒的多数での可決を経
て、大統領に送られたものである。
　本法は、以下の8章から成る。Ⅰ科学技術政策
局（OSTP）/政府全体にわたる科学、Ⅱ航空宇宙
局（NASA）、Ⅲ国立標準技術研究所（NIST）、Ⅳ
海洋大気プログラム、Ⅴエネルギー省（DOE）、Ⅵ
教育、Ⅶ全米科学財団（NSF）、Ⅷ一般条項。Ⅵ章
が条項の2割を占め、また、2006年1月の大統領
一般教書演説での米国競争力イニシアチブ（ACI）
において10年間の予算倍増が示された3機関の章
（Ⅲ、Ⅴ、Ⅶ）が条項の6割を占めるなど、教育お
よび基礎研究重視の方針が色濃い。2008会計年度
からの3年間に433億ドルの予算充当が示されて
いる。以下、注目点を簡単に紹介する。
　Ⅲ（NIST）では、10 年間で倍増のペースでの予
算手当が示されている。先端技術プログラム（ATP）
に代わり技術イノベーションプログラム（TIP）を設
け、中小企業や合弁事業支援による、高リスク・
高リターン（high-risk, high-reward）研究を通じて
イノベーションを促進すると述べられている。
　Ⅴ（DOE）では、科学局予算が 7 年間で倍増する
ペースでの予算手当が示されている。長期で高リ
スクな研究を支援するエネルギー先端研究計画局
（ARPA-E）について、自主性と柔軟性をもって運
営されることが記されている。また、冒頭に科学・
技術・工学・数学（STEM：Science, Technology, 
Engineering and Mathematics）教育の条項が設け
られ、専門学校設置支援、傘下研究所と提携した
夏期講習などの各種プログラムが挙げられている。
　Ⅵ（教育）では、STEM、並びに、国家安全保障
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　Ⅶ（NSF）でも、7 年で倍増のペースでの予算手
当が示されている。幼稚園から研究者まですべて
のレベルでの STEM 分野への参加促進、アカデ
ミックキャリアを望む若手研究者支援、十分な能
力と技能を備えた教員養成等に関するプログラム
やフェローシップ等が挙げられている。
　ブッシュ大統領は、署名後の記者会見において、
ACIと目標を共有することを評価する一方、既存
プログラムとの重複が多いことを批判したと、伝
えられている。
　サイエンス誌（vol.317, 10 August）およびネイ
チャー誌（vol.448, 2 August）には、本法の成立に
対する論評が掲載されている。サイエンス誌は、
全米科学アカデミー報告書が大きな影響を与えた
ことを評価し、肯定的意見を掲載している。しかし、
マーバーガー補佐官による「STEM の重要性を示
したことは評価するが、実際にこれだけの予算を
割り当てられるか」という実効性への疑念や、エネ
ルギー省の ARPA-E について賛否両論があること
も紹介している。一方、ネイチャー誌は、プリン
ストン大学客員講師の意見として、少数派として
のマーバーガー補佐官の発言を引用しつつ、適切
な科学技術投資や科学技術人材に関する深い議論
なしに、1 冊の報告書を基に人材育成という一般
的で安易な合意に達したと述べている。
（専門調査員レポートを集約）
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